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都市分野でのカーボンニュートラルに向けた取組の必要性

3
【出典】国土交通省都市局都市政策課都市環境政策室（当時）: 都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた取組事例集（第2版）, 2024.3

合計 10億6,400万t

図 二酸化炭素総排出量の内訳（2021）

•我が国から生じるCO2総排出量の内、都市の構造や市民生活に密接に結びつく部門の合計が大
きなシェアを占める

…都市空間やインフラのあり方そのものが、民生（業務・家庭）部門や運輸部門におけるエネルギー
消費を決定づける最大の要因(都市の構造に由来する排出要因の改善が不十分)
個々の取組・施策の積み上げのみでは、カーボンニュートラルの目標達成は不可能



©Japan Innovation Center of Civil Engineering

自治体におけるカーボンニュートラル施策の取組の状況・課題

4
【出典】国土交通省都市局都市政策課都市環境政策室（当時）: 都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた取組事例集（第2版）, 2024.3

•多くの自治体において、都市部局が主導する分野横断的な体制は未構築であり、施策の実装は
著しく遅れを取っている
「カーボンニュートラル社会の実現」に資する施策の優先度を高め、関係部局を横断して施策を
具体化・実装できる体制をいかに構築するかが喫緊の課題

自治体の都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた取組調査結果（2023年時点）
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都市分野におけるカーボンニュートラル施策を阻む障壁・ボトルネック
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•政策を進める上で、CO2削減効果を事前・事後で検証するために必要な「定量化手法」
と「過去に遡って施策の効果を比較・検証するための実態データ」が不足
政策レビューに耐えうる定量評価の仕組みの構築、データの取得・整備が必要不可欠

施策実施前 施策実施後

•CO2削減効果を事前・事後で検証
するための「定量化手法」が不足

•施策効果を比較・検証するための
根拠(「データ」)が不足

施策実施・推進の決断が困難

① 気候変動対策に寄与する都市分野施策の後押しに
② 気候変動対策としての都市分野施策の実施効果に

対する理解促進に寄与
③ 都市に関する各種施策の関係部署間の連携が進

めやすくなる

定量評価の仕組み構築、データ取得・整備が進むと…現状
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都市分野でのカーボンニュートラルの取組を効果的に進めるための観点
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•効果的な取組の推進には、以下の3つの観点が必要
①都市から排出されたCO2発生量の【現状】の定量化
②施策・取組開始後の、モニタリングを通じたCO2排出量の【施策効果】の可視化
③目標の達成状況を評価するPDCAサイクルの構築・運用

① CO2発生量の【現状】
の定量化

都市から排出された
CO2発生量の現状把握

②CO2発生量の【施策効果】
の可視化

施策・取組開始後の
CO2発生量の把握

③PDCAサイクル構築・運用

目標の達成状況を評価し、
都市分野施策の取組改善・

計画更新等に反映

現状存在する限られた入手可能なデータで定量評価を
行うことが、カーボンニュートラル社会の実現に向けた第1歩



©Japan Innovation Center of Civil Engineering

簡便に定量化できる算定手法の必要性
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•計画策定に資するための支援ツールは従前より存在
•都市全体のCO2排出量を把握するための既存ツールは、「マクロな統計データを基にし
た将来予測」(計画策定に資するための支援ツール)がメイン
ミクロ(街区単位等)かつ動的な効果(施策後のリアルな効果)も把握できる必要あり
都市の集約化(住宅・交通分野)を例に、簡便な定量化算定手法を提案(次ページ)

二酸化炭素削減効果シミュレーショ
ン・ツール（CREST）(国土交通省)

計画策定に資するための支援ツール(一例)

地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト
(環境省)

【出典】国土交通省都市局都市計画課:「二酸化炭素削減効果
シミュレーション・ツールについて」, 2014.6

【出典】環境省HP:地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト
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【算定手法①:住宅分野】居住地集約（戸建から集合住宅への住み替え）に伴う居住時CO2削減効果
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エネルギー
効率の高い

住宅への住替

無断熱相当の
古い一戸建て

BEI:0.8基準の
新築集合住宅

定量化
手法(案)

設計一次エネル
ギー消費量の差分

住替え
戸数

CO2排出
換算係数× ×

CO2
削減効果=

(134.4ー53.5)
[GJ/年・戸]

200
[戸]

0.0385
[t-CO2/GJ]

× × = 622.93[t]計算例

古い戸建住宅から集合住宅への住替えの場合(住宅除却時、建設時のCO2排出量は含まず)

エネルギー消費量が減ることで、CO2排出量は削減される
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【算定手法②:交通分野】居住地集約に伴う移動時CO2削減効果
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都心までの
移動短縮分

自家用車
利用台数

CO2排出
原単位

× × CO2
削減効果=

(30ー1)
[km]

200
[台]

23.4
[cc/km・台]× × = 1.75×10-4

[t]

(長距離移動) After:中心市街地・公共交通沿線への住替え(距離短縮)

×

×

単位換算
(cc→t)

1.293×10-9

1年間(往復)で128.1kgのCO2削減

中心市街地や公共交通沿線への住替えの場合
自家用車の依存度低下、移動距離の短縮によるエネルギー消費量の低下でCO2排出
量が削減

削減効果の
定量化手法(案)

計算例

Before:郊外居住による過度な自家用車の依存
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定量評価をより良いものとするためには
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•カーボンニュートラルの取組を推進するためには、以下の定量評価に係る必要なアプ
ローチ・視点を踏まえた取組が必要

①短期的視点:入手可能で限られたデータを用いた簡便な定量評価の実施(実践的手法
の確立)

②中長期的視点:実態を反映したデータの取得環境の整備・構築(IoT技術等を活用した
データ基盤の構築)

①短期的視点(実践的手法の確立)

既存データ
(統計データ、

アンケート結果等)

簡便な手法を
用いて定量化

現状把握

迅速な評価の実施

都市分野の施策の
取組改善・計画更新等

②中長期的視点(IoT活用によるデータ基盤構築)

センサーの設置・データネットワークの構築

実態に基づくリアルタ
イムでの分析・予測

現状を踏まえた将来シ
ナリオ・計画の策定



都市分野におけるカーボンニュートラル社会の実現に向けた今後の方向性提案
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官民連携情報プラットフォームの構築・AI技術の活用
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•「施策決定」と「効果の見える化」の観点から都市施策の実施・推進に資するツール(官民
連携情報プラットフォームの構築)は必要

•調査方法のデジタル化・簡素化による効率化を図ることも重要

分野横断
連携が道半ば

ガスは全面自由
化に伴い、データ
の取得に制限あり

簡易かつ精緻な施策効果の算出

小規模自治体
でも活用可能

自動分析・シミュレーションできる環境へデータ統合のイメージ

BI機能
の付与
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運用時のみからライフサイクル全体の視点を含めたトータル評価へ
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• 都市のコンパクト化(再編成)については、単年度評価のみでの評価では構造転換の真
の価値の測定が困難
LCA（ライフサイクルアセスメント）を見据えた長期視点のモニタリングが必要

大事なのは
「都市のライフサイクル全体」で「本当に地球にやさしいか」を見極めること

時間

C
O
2

排
出
量

短期的(1年・数年等)な評
価では、一時的な排出量増
加に注目してしまい、施策
が進めにくくなる面がある

中長期的・多角的な観点で評
価・モニタリングすることで、
運用時を含めたトータルでの

CO2削減につなげられる中長期的な評価
の実施でCO2
削減を実現


